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1. はじめに

知識社会と呼ばれる現代社会において，コミュニケー

ションの重要性は一層増しつつある 1)．特にフェイス・

ツゥ・フェイスのコミュニケーション（対面交流）は，

高度な知識や情報の主要な伝達・交換手段であると同時

に，さらなる知識創造活動のプラットフォームの役割も

担っている．活発な交流を通じた創造性豊かな社会の

形成は，人口減少局面に突入した我が国において急務の

課題であると言える．対面形式の交流が必ず交通行動

を伴うことに着目すると，これらのコミュニケーション

が複数の外部性を内包していることがわかる．一つは

交通に伴う混雑外部性，いま一つはコミュニケーション

の相乗効果がもたらす正の外部性（コミュニケーション

外部性）である．社会的に望ましい交流水準を達成する

ための政策検討に際しては，2種類の外部性を同時に考

慮する必要がある 2)．一方，コミュニケーションを行

う主体にとって，交流相手との信頼性や必要性は重要

な要素である．行為主体間の相互関連性は社会ネット

ワークと呼ばれ，社会システム全体でのコミュニケー

ションに関する均衡状態を議論する上では無視できな

い．しかし，政府が社会ネットワークを正確に観測す

ることは難しく，ネットワーク情報を用いた政策の実

現は非常に困難である．本研究は，情報の利用可能性

を考慮して，社会的に最適な水準のコミュニケーショ

ン行動を促進するための政策的検討を行う．

2. 混雑を考慮した 2地域モデル

(1) 設定

N = {1, ..., n} (n ≥ 2) を有限な主体の集合とする．

各主体は，外生的な社会ネットワーク g 上のノードと

して定義され，社会ネットワーク上でつながりを持つ

主体とのフェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケーショ

ンから効用を獲得する．ここでは「活発なコミュニケー

ションをしている人とのコミュニケーションからは，高

い効用を得られる」という外部性を仮定する．地理空間

は，地域 C（都心）と地域 P（郊外）の 2地域および都

心内部の交通リンク 1 と地域間交通リンク 2 から構成

され（図–1），主体 i (∀i ∈ N)の立地点は都心 (xi = 0)
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図–1 地理空間

または郊外 (xi = 1)のいずれかであるとする．すべて

のコミュニケーションは都心のミーティング施設にお

いて開催され，都心に立地する主体はリンク 1のみを，

郊外に立地する主体はリンク 1, 2の両方を，それぞれ

利用してミーティング施設を訪問するものとする．ま

た，各交通リンクには混雑が存在する．すなわち，社会

ネットワーク上の位置によってコミュニケーション行

動（ここでは，ミーティング施設訪問行動と対応）の限

界効用が，空間上の立地点によって限界費用が規定さ

れるような状況の下で，主体は自身の効用を最大化す

るように行動水準を決定する．

政府は，コミュニケーション水準を最適化するため

の料金政策を提示する．その際，交通リンク上に現れ

るミーティング施設訪問行動水準は非集計レベルで観

測できるが，社会ネットワーク情報は観測不可能であ

るとする．

(2) コミュニケーション行動の定式化

主体 i (i = 1, ..., n)が都心から距離 xi (xi = 0, 1)の

地点に立地するとき，主体 iは予算制約 (3)の下で，式

(1)の効用を最大化するようにコミュニケーション水準

vi を決定する．

Ui(vi,v−i, g) = zi + ui(vi,v−i, g) (1)

ui(vi,v−i, g) = αvi −
1

2
v2i + θ

n∑
j=1

gijvivj (2)

sub. to y = zi + [p+ t(xi,v)] vi (3)

ziは合成財消費量，ui(vi,v−i, g)はミーテイング施設へ

の訪問を通じた他の主体との交流から獲得する部分効

用を表す．vi は主体 i によるミーティング施設訪問回

数（もしくは頻度）を，v−iは {v1, ..., vi−1, vi+1, ..., vn}
の集合を意味する．ここでは訪問回数をコミュニケー

ション水準の近似指標として扱う．α, θ はいずれも非

負の定数パラメータである．式 (3)において，p, t(xi,v)

はそれぞれ単位訪問あたりのフェイス・ツゥ・フェイ



ス・コミュニケーションに伴って発生する固定費用と

交通費用を表す．交通費用については混雑を考慮し，パ

ラメータ t1, t2(≥ 0)を用いて，リンク 1, 2の交通費用

を各々 t1
∑n

j=1 vj , t2xi

∑n
j=1 xjvj によって表される

線形関数とし，t(xi,v)はこれらの和であるとする．

効用最大化の 1 階条件をすべての i (∈ N) について

連立させると，行列計算により均衡解が唯一の内点解

として解析的に導出される（解の存在条件については，

紙面の制約上割愛）．これは他者の行動を与件とした各

主体の最適化行動の結果であり，Nash均衡である．

3. 社会的最適の進化的遂行

政府が各期において経済を刺激しながら長期的に社

会的最適を達成する政策を考える．本稿ではベンサム

型社会厚生関数を採用するとすると，社会的最適は，社

会厚生W =
∑

i∈N Ui が最大化された状態と定義でき

る．社会厚生を最大化する最善政策は，主体 i (∀i ∈ N)

に TO
i = t1

∑n
j=1,j ̸=i vj + t2xi

∑n
j=1,j ̸=i xjvj の混雑税

を課し，同時に SO
i = θ

∑n
j=1 gijvj に相当するコミュ

ニケーション補助金を与えることである．ただし補助

金 SO
i は社会ネットワーク情報 [gij ]の入手可能性を前

提としているため，政府が実施することは困難である．

政策代替案として，以下のようなものを考える．政

府は各期に実現したミーティング施設訪問水準に基づ

いて評価された外部性を内部化するように，次期の混

雑税および補助金の額を決定する．毎期ランダムに 1

主体が選ばれ，政策に対して行動を変更するチャンス

を与えられる．この主体は，他の主体の戦略を所与と

して自分の利得が少なくとも現在より高くなる（better

response）戦略を選択するため，経済は，長期的な到達

点において初期状態よりも改善する 5)．

第 k 期において，政府はその期で観測されるコミュ

ニケーション水準 v1,k, ..., vn,k に基づいて，下記のよう

な代替政策（セカンド・ベスト政策）を実行する．

• 主体 i（∀ i ∈ N）に，その期の限界外部交通費用

に相当する金額 τi,k を，次期の混雑税として課す．

• 主体 i（∀ i ∈ N）に，その期の限界外部性に（理

論上）相当する金額 σi,k を，次期のコミュニケー

ション補助金として与える．

ただし

τi,k = t1

n∑
j=1,j ̸=i

vj,k + t2xi

n∑
j=1,j ̸=i

xjvj,k (4)

σi,k = vi,k−
(
α− p− t1vi,k − t1

n∑
j=1

vj,k − t2xi

)
(5)

である．式 (5)に示す通り，ネットワーク [gij ]の情報

を用いずに補助金を決定する点が，この政策の特徴で

ある．セカンド・ベスト政策の下では，主体は混雑税

および補助金の額を一定と見なして行動する．よって，

この政策を実施した後の主体の行動は，

f =
n∑

h=1

αvh,k−
1

2
v2h,k+

θ

2

n∑
j=1

ghjvh,kvj,k

+σh,k−1vh,k −

[
p+

t1
2

(
vh,k +

n∑
j=1

vj,k

)

+t2xi

(
vi,k+

n∑
j=1

xjvj,k

)
+τh,k−1

]
vh,k

(6)
をポテンシャルにもつポテンシャルゲームである．ポ

テンシャル関数 f は，そのヘッセ行列の固有値が，Nash

均衡解の存在する範囲においてすべて負値をとること

から，狭義凹性を有していることが確認できる．よっ

て，セカンド・ベスト政策下のゲームの Nash 均衡は

一意に存在し，それはゲームの大域的最適解に一致

する．紙面の都合上詳細な証明は省略するが，Better

Responseダイナミクスの定常状態（不動点）において

は，ポテンシャル関数 f の 1階条件が社会厚生最大化

問題の最適性条件と一致することが確認できる．

すなわち，限定的な情報に基づいて混雑税 τi および

補助金 σi を逐次的に適用するセカンド・ベスト政策の

下で，各主体がプレーするゲームの長期的な定常状態

は，社会厚生最大化点に一致する．

4. 結論

本研究は，社会ネットワークを考慮した主体間相互

作用モデルを混雑の枠組みに拡張し，複数の外部性が

存在する社会に対して，社会的最適の進化的遂行の概

念を導入することによって私的情報を用いずに実行可

能な政策を検討した．モデルの仮定の緩和（効用関数・

費用関数の一般化，主体の選好に関する情報の入手可

能性の克服）およびモデルの拡張（多地域モデルや立地

選択の枠組への拡張）は，今後の課題である．
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